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決算額（歳出） 

ま
ち
の
財
政
状
況 

【１ 

財
政
状
況
】 

平
成
17
年
10
月
の
町
村
合
併
直
後
の
ま
ち

の
財
政
状
況
は
、
大
変
厳
し
い
も
の
で
し
た
。 

こ
の
間
、
人
件
費
の
抑
制
、
行
財
政
改
革
、

新
た
な
借
金
の
抑
制
に
努
め
た
こ
と
や
、
ま
ち

の
重
要
な
財
源
で
あ
る
普
通
交
付
税
の
制
度

改
正
要
望
活
動
を
積
極
的
に
行
っ
た
こ
と
に

よ
る
効
果
や
、
国
の
経
済
対
策
な
ど
に
よ
り
、

ま
ち
の
財
政
状
況
は
大
き
く
改
善
し
ま
し
た
。 

合
併
直
後
の
平
成
17
年
度
と
令
和
６
年
度

の
決
算
額
を
下
表
の
と
お
り
比
較
し
ま
し
た
。 

歳
出
で
は
、
人
件
費
、
公
債
費
（
借
金
の
返

済
）
、
普
通
建
設
事
業
費
（
建
物
や
道
路
、
橋

な
ど
の
建
設
等
に
係
る
費
用
）
が
減
少
し
て
い

る
一
方
で
、
補
助
費
等
や
物
件
費
（
委
託
料
な

ど
消
費
的
性
質
を
持
つ
経
費
）、
扶
助
費
な
ど
、

そ
の
他
の
支
出
が
増
加
し
て
い
ま
す
。 

平
成
17
年
度
の
積
立
金
（
預
金
）
が
多
い
の

は
、
合
併
特
例
債
を
借
り
入
れ
て
地
域
振
興
基

金
を
創
設
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。 

歳
入
で
は
、
繰
入
金
（
預
金
の
取
り
崩
し
）、

町
債
（
借
金
）
が
減
少
し
て
い
る
一
方
で
、
そ

の
他
の
収
入
は
増
加
し
て
い
ま
す
。 

【２ 

財
政
健
全
化
の
判
断
】 

健
全
化
判
断
比
率 

 

健
全
化
判
断
比
率
は
、
ま
ち
の
財
政
状
況
を

客
観
的
に
表
し
、
財
政
の
早
期
健
全
化
や
再
生

の
必
要
性
を
判
断
す
る
た
め
の
も
の
と
し
て
、

『
実
質
赤
字
比
率
』『
連
結
実
質
赤
字
比
率
』『
実

質
公
債
費
比
率
』『
将
来
負
担
比
率
』
の
四
つ
の

指
標
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

各
指
標
の
判
断
基
準
で
は
、 

『
早
期
健
全
化
基
準
（
※
１
）』 

『
財
政
再
生
基
準
（
※
２
）』 

の
二
つ
の
基
準
が
設
け
ら
れ
、
指
標
の
う
ち
一

つ
で
も
早
期
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合

は
『
財
政
健
全
化
計
画
』
を
、
財
政
再
生
基
準

以
上
と
な
っ
た
場
合
は
『
財
政
再
生
計
画
』
を

策
定
し
、
健
全
化
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま

す
。 

 

遠
軽
町
の
令
和
６
年
度
決
算
に
基
づ
く
健
全

化
判
断
比
率
（
18
ペ
ー
ジ
上
段
）
は
、
全
て
の

比
率
で
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。 

決算額（歳入） 

区分

 町税 21 億 8,567 万円 21 億 239 万円 8,328 万円

 繰入金（取り崩し） 8 億 9,337 万円 12 億 2,455 万円 ▲ 3 億 3,118 万円

 地方交付税 76 億 640 万円 72 億 9,265 万円 3 億 1,375 万円

 町債（借金） 25 億 3,683 万円 47 億 5,970 万円 ▲ 22 億 2,287 万円

 その他の収入 49 億 3,704 万円 35 億 2,714 万円 14 億 990 万円

計 181 億 5,931 万円 189 億 643 万円 ▲ 7 億 4,712 万円

令和６年度 平成１７年度 比較

区分

 人件費 21 億 6,274 万円 30 億 2,588 万円 ▲ 8 億 6,314 万円

 公債費（借金返済） 28 億 6,405 万円 29 億 6,781 万円 ▲ 1 億 376 万円

 普通建設事業費 32 億 9,941 万円 39 億 7,426 万円 ▲ 6 億 7,485 万円

 繰出金 9 億 5,451 万円 13 億 9,626 万円 ▲ 4 億 4,175 万円

 積立金（預金） 2 億 9,130 万円 22 億 8,633 万円 ▲ 19 億 9,503 万円

 補助費等 32 億 6,465 万円 19 億 3,140 万円 13 億 3,325 万円

 その他の支出 44 億 8,198 万円 30 億 939 万円 14 億 7,259 万円

計 173 億 1,864 万円 185 億 9,133 万円 ▲ 12 億 7,270 万円

令和６年度 平成１７年度 比較
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項目 令和６年度 令和５年度 
 

早期健全化基準（※１） 財政再生基準（※2） 

実質赤字比率 － －  13.35    20.00 

連結実質赤字比率 － －  18.35    30.00 

実質公債費比率 12.0 10.6  25.00    35.00 

将来負担比率 33.8 25.4  350.00     

会計 令和６年度 令和５年度 
 

経営健全化基準（※３） 

水道事業 － －  20.0 

下水道事業 － －  20.0 

健全化判断比率 （単位：％） 判断基準 

資
金
不
足
比
率 

 

水
道
事
業
な
ど
の
公
営
企
業
は
、
必
要
な
資

金
を
料
金
収
入
に
よ
っ
て
賄
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
（
独
立
採
算
の
原
則
）。 

資
金
不
足
比
率
は
、
赤
字
や
多
額
の
負
債
が

ま
ち
の
財
政
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い

か
、
判
断
す
る
た
め
の
指
標
で
す
。 

判
断
基
準
と
し
て
、 

『
経
営
健
全
化
基
準
（
※
３
）』 

が
設
け
ら
れ
、
資
金
不
足
比
率
が
、
経
営
健
全

化
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
は
『
経
営
健
全
化

計
画
』
を
策
定
し
、
健
全
化
に
取
り
組
む
必
要

が
あ
り
ま
す
。 

 

遠
軽
町
の
令
和
６
年
度
決
算
に
基
づ
く
資
金

不
足
比
率
は
、
全
て
の
会
計
が
黒
字
で
資
金
不

足
は
発
生
し
て
い
ま
せ
ん
。 

（単位：％） 資金不足比率 判断基準 

【３ 

今
後
の
見
通
し
】 

遠
軽
町
で
は
、
令
和
７
年
12
月
に
、
財
政
状

況
の
現
状
及
び
将
来
の
財
政
収
支
の
長
期
的
な

見
通
し
を
明
ら
か
に
し
、
計
画
的
で
効
率
的
な

財
政
運
営
を
行
う
た
め
に
、
『
遠
軽
町
財
政
計

画
』
を
策
定
し
ま
し
た
。 

こ
の
計
画
で
は
、
行
政
改
革
の
取
組
を
さ
ら

に
推
進
し
、
第
３
次
遠
軽
町
総
合
計
画
に
基
づ

く
事
業
を
実
施
し
て
い
く
こ
と
を
基
本
と
し
つ

つ
、
計
画
よ
り
も
事
業
費
等
が
増
減
し
、
財
政

収
支
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
事
態
が
生
じ
た

場
合
は
、
全
体
の
事
業
量
を
調
整
す
る
な
ど
し

て
、
財
政
状
況
が
過
度
に
悪
化
す
る
こ
と
の
な

い
よ
う
に
し
ま
す
。 

 【４ 

全
体
と
し
て
】 

ま
ち
の
財
政
状
況
は
、
町
村
合
併
直
後
と
比

べ
、
人
件
費
の
抑
制
、
行
財
政
改
革
、
新
た
な

借
金
の
抑
制
、
国
の
経
済
対
策
や
新
た
な
歳
入

確
保
の
取
組
な
ど
に
よ
り
、
大
き
く
改
善
さ
れ

ま
し
た
。 

今
後
も
健
全
な
財
政
状
況
を
維
持
し
、
町
民

の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る

住
み
良
い
ま
ち
づ
く
り
に
努
め
ま
す
。 

収入 支出 


